
津市商店街等新店舗誘致奨励金交付要綱 

 

令和４年３月３１日訓第３９号 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、商店街振興団体による新店舗誘致活動を促進することに

より、商店街等の空き店舗の解消を図り、商店街等の活性化及び商環境の向

上に資するため、津市補助金等交付規則（平成１８年津市規則第４４号。以

下「規則」という。）の規定に基づき奨励金を交付することに関し必要な事

項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

⑴ 商店街振興団体 商店街振興組合法（昭和３７年法律第１４１号）第２

条第１項に規定する商店街振興組合、中小企業等協同組合法（昭和２４年

法律第１８１号）第３条第１号に規定する事業協同組合その他市長が認め

る商店街等の振興を目的とする任意団体をいう。 

⑵ 補助対象エリア 別表第１に掲げる施設等からおおむね半径１キロメー

トル以内の区域をいう。 

⑶ 事業者 空き店舗等を活用して新たに出店する者（補助対象エリア内又

は補助対象エリア相互間で店舗を移転する者及び暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定す

る暴力団員又は同条第２号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関

係を有する者を除く。）で、補助対象エリアにその区域の全部又は一部が

含まれる商店街振興団体の会員又は今後会員となることが確実であると認

められるものをいう。 

⑷ 空き店舗等 補助対象エリア内に存する店舗、事務所、居宅、蔵又は倉

庫の用に供されていた建物で、事業者が賃貸借契約若しくは売買契約を締

結した日又はこの要綱に基づく交付申請を行った日のいずれか早い日にお

いて、連続して６箇月以上使用されていないもののうち、市長が別に定め

る要件を満たすものをいう。 

（名称） 

第３条 第１条の奨励金は、「商店街等新店舗誘致奨励金」（以下「奨励金」
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という。）と称する。 

（交付の対象） 

第４条 奨励金は、事業者が加入している、又は加入することが見込まれる商

店街振興団体に対し、事業者の出店又は営業に要する別表第２に掲げる経費

（以下「交付対象経費」という。）をその対象として、これを交付するもの

とする。 

（奨励金の額） 

第５条 奨励金は、補助対象経費の額（当該額が次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める額を超えるときは、当該額）を限度とし、予算で定める範

囲内において、当該奨励金の交付を最初に申請した日（以下「申請日」とい

う。）の属する年度を初年度として、４年度にわたりこれを交付するものと

する。 

⑴ 初年度 ２０万円 

⑵ ２年度目以降 ５万円 

（交付申請の期限） 

第６条 規則第３条第１項の別に定める期日は、初年度にあっては開店する日

前９０日以内とし、２年度目以降にあっては開店した日からそれぞれ１年、

２年又は３年を経過する日前９０日以内とする。 

（添付書類） 

第７条 規則第３条第１項第４号の市長が必要と認める書類は、次に掲げる書

類とする。 

⑴ 空き店舗等の位置図（初年度の申請に限る。） 

⑵ 専門家の指導を受けて事業者が記載した創業計画書（初年度の申請に限

る。） 

⑶ 空き店舗等の外観及び内観の写真（初年度の申請に限る。） 

⑷ 商店街振興団体が申請日から起算して３０日前までに発行した空き店舗

等証明書（初年度の申請に限る。） 

⑸ 事業者が記入した誓約書 

⑹ 事業者の市税の納税証明書 

⑺ 申請日から起算して９０日前までに発行された現在事項が確認できる不

動産登記事項証明書（登記事項要約書を含む。）又は固定資産税課税台帳

の写し 

⑻ 事業者と空き店舗等の所有者との間で締結された賃貸借契約書又は売買



契約書の写し 

⑼ 事業者が申請者である商店街振興団体に加入していること、又は加入に

向けて協議していることを証明する書類 

（交付の条件） 

第８条 規則第５条第１項第４号の市長が必要と認める条件は、次に掲げる条

件とする。 

 ⑴ 正当な理由なく、事業者が開店した日から３年以内に店舗の営業を休止

しない、又は中止しないこと。 

 ⑵ 事業者は、年間２００日以上、かつ、午前６時から午後１２時までの間

で１日４時間以上営業すること。 

（実績の報告） 

第９条 規則第１２条の規定による実績報告書（規則第６号様式）の提出は、

初年度にあっては開店した日から起算して９０日を経過する日、２年度目以

降にあっては開店した日からそれぞれ１年、２年若しくは３年を経過する日

から起算して９０日を経過する日又は奨励金の交付の決定に係る会計年度が

終了する日のいずれか早い日までに、次に掲げる書類を添えてこれを行わな

ければならない。 

⑴ 事業者が交付対象経費を支払ったことを証明する書類 

⑵ 事業者が申請者である商店街振興団体に加入していることを証明する書

類 

⑶ 店舗が営業していることを確認できる店舗の外観及び内観の写真 

⑷ 開店日が確認できる書類（初年度の報告に限る。） 

⑸ 年間の営業日、営業時間及び休業日を記載した営業日報（初年度にあっ

ては、開店した日から実績報告を行う日の前日までの営業日報） 

⑹ 申請者である商店街振興団体が記載した事業者が出店した店舗が年間２

００日以上、かつ、午前６時から午後１２時までの間で１日４時間以上営

業していたことを証明する書類（２年度目以降の報告に限る。） 

⑺ 事業者の直近の確定申告書の写し（２年度目以降の報告に限る。） 

（委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この訓は、令和４年４月１日から施行する。 

 



別表第１（第２条関係） 

補助対象エリアの基準となる施設等 

鉄道の駅 千里駅、江戸橋駅、津駅、津新町駅、南が丘

駅及び久居駅 

バス停 三重会館前 

国宝建造物 御影堂及び如来堂を有する専修寺 

 

別表第２（第４条関係） 

設備修繕費、看板製作費、広告宣伝費、備品購入費、消耗品購入費、

通信運搬費、人件費（出店時等に雇用する臨時的なアルバイトに支払

うものに限る。）原材料費その他市長が適当と認める経費 

 


